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山岳（標高）
　奥穂高岳…………3,190m 
　槍ケ岳……………3,180m 
　赤石岳……………3,121m 
　御嶽山〈剣ヶ峰〉
　……………………3,067m 
　乗鞍岳〈剣ヶ峰〉
　……………………3,026m 
湖（面積）
　諏訪湖…………12.81k㎡ 
　野尻湖……………4.45k㎡ 
　青木湖……………1.73k㎡ 
　木崎湖……………1.69k㎡ 
河川
　信濃川（千曲川含む）
　…………367.0km（213.5km）
　犀　川…157.7km（157.7km）
　天竜川…213.0km（118.5km）
　木曽川…229.0km  （82.9km）
　（　）内は県内分

位置
　北端（未　定）…北緯 37°
　南端（根羽村）…北緯 35°
　東端（川上村）…東経138°
　西端（王滝村）…東経137°
　面積（境界未定部分を含む）

13,561.57k㎡ 

標高（役所、役場所在地）
　最高（川上村）……………1,185m
　最低（栄　村）………………286m

■ 1. 地勢
国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調」他

36°

（注）その他には、鉱泉地、池沼、牧場、原野を含みます。

■ 2. 地目別面積の割合
国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調」　　　 

（令和7年7月1日現在）
県市町村課「令和7年度固定資産概要調書」　　　　　 

 （令和7年1月1日現在）

■ 3. 降水量及び日照時間の推移

年間日照時間

長　野 松　本 飯　田 軽井沢 諏　訪

年間降水量

835.5835.5 887.0887.0

2,144.92,144.9
2,328.12,328.1

2,208.62,208.6 2,248.72,248.7
2,322.42,322.4

長野地方気象台

13,561.57㎞2

山林　45.8％

宅地　4.0％

その他　40.9％

総面積

田　4.6％
畑　4.7％
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1,051.51,051.5



人　口

10 8 6 4 2 0 1086420

■ 4. 年齢５歳階級別人口の推移（10月１日現在）

（歳）
100以上
95～99
90～94
85～89
80～84
75～79
70～74
65～69
60～64
55～59
50～54
45～49
40～44
35～39
30～34
25～29
20～24
15～19
10～14
5～9
0～4

（万人） （万人）

総務省統計局「国勢調査」、県総合政策課統計室「毎月人口異動調査」

男 女

（注）年齢不詳は含みません。

令和7年

昭和40年

■ 5. 人口動態の推移
県総合政策課統計室「毎月人口異動調査」  

（千人）

平成7 12 17 22 27 令和2 7年
（注）１　平成17年以前は、旧木曽郡山口村を含みます。
　　　２　１年間の人口増減数は、その他増減数を含みます。

増

転出
令和７年１年間の人口増減数

1万6,235人減

転入

転入－転出
3,123人増

自然増減数
（出生－死亡）
1万8,592人減

減

出生

死亡
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労　働

調査産業計 建設業 製造業 情報通信業 卸売業，小売業 医療，福祉

■ 6. 産業別現金給与総額の状況（令和６年１人平均月間）
県総合政策課統計室「毎月勤労統計調査」

（注） 事業所規模５人以上です。

0

100

200

300

400

500

600
（千円） きまって支給する給与特別に支払われた給与

31万6,956円

42万3,912円

37万3,415円

43万9,551円

25万3,415円

32万2,625円

5万7,597円

7万7,737円

8万1,493円

8万8,664円

3万7,782円

5万3,189円

25万9,359円

34万6,175円
29万1,922円

35万887円

21万5,633円
26万9,436円

■ 7. 雇用情勢の推移
長野労働局

有効求職者数
有効求人数
全　国 長野県

うち新規求職申込件数
うち新規求人数

10

0

20

30

40

50

60

70 1.8
（倍）

（万人）

（注）　パートを含みます。
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県総合政策課統計室「毎月勤労統計調査」

平成

（注）事業所規模５人以上です。

5 6 年3 4227 28 29 30
令和
元

所定内労働時間

総実労働時間

（時間）

139.4

130.5

所定外労働時間
8.9

■ 9. 年齢階級別及び男女別一般労働者構成（令和６年）

厚生労働省「賃金構造基本統計調査」

55～59歳
10.9

50～54歳
13.1

45～49歳
13.9 40～44歳

10.1

35～39歳
10.4

30～34歳
9.2

25～29歳
9.7

20～
24歳
8.3

男
29万2,850人
（％）

65歳以上 4.5

60～64歳 8.0

19歳以下 2.0

（注）企業規模が10人以上の企業を調査しています。

120

110

0

150

160

140

130

11.8

15.1

13.9 10.3

8.6

8.7

11.2

9.7

4.1 0.7

女
16万5,020人
（％）

■ 8. 労働者1人平均月間労働時間の推移

5.9



事業所

■ 10. 事業所数及び従業者数の産業分類別構成比（民営事業所）
県総合政策課統計室「令和３年経済センサス－活動調査」

（注）「サービス業」は、日本標準産業分類の「Ｌ　学術研究，専門・技術サービス業」、
　　「Ｎ　生活関連サービス業，娯楽業」及び「Ｒ　サービス業（他に分類されないもの）」の計です。

事業所数
9万9,571事業所

（％）

従業者数
92万9,898人
（％）

卸売業，小売業
22.8

卸売業，
小売業
18.8

サービス業
19.1

サービス業
12.9

製造業
9.8 建設業

10.7

建設業
6.9

製造業
23.2

その他
37.5

その他
38.2

■ 11. 市町村別事業所数（民営事業所）
県総合政策課統計室
「令和３年経済センサス－活動調査」 栄村

飯綱町

小川村

信濃町

野沢温泉村

木島平村

山ノ内町

高山村
小布施町

坂城町

小谷村

白馬村

松川村
池田町

筑北村

朝日村

山形村

生坂村

麻績村

木曽町

大桑村

王滝村

木祖村

南木曽町

上松町

大鹿村
豊丘村

喬木村

泰阜村

天龍村
売木村

下條村

根羽村

平谷村

阿智村

阿南町

高森町
松川町

宮田村

中川村

南箕輪村

飯島町

箕輪町

辰野町
原村

富士見町

下諏訪町

長和町

青木村

立科町
御代田町

軽井沢町

佐久穂町

北相木村

南相木村

川上村

南牧村

小海町

安曇野市
東御市

千曲市

佐久市

塩尻市
茅野市

飯山市

大町市

中野市

駒ヶ根市 伊那市

小諸市

須坂市

諏訪市

飯田市

岡谷市

上田市

松本市

長野市

10,000～19,999

5,000～9,999

1,000～4,999

500～999

499以下

北　信

長　野

上　田

松　本
佐　久

諏　訪

上伊那木　曽

南信州

北アルプス



農　業

■ 12. 総農家数
農林水産省「農林業センサス」

■ 13. 経営耕地面積規模別経営体数
の割合

農林水産省「農林業センサス」

（％）
100

80

60

40

20

0

0.5ha未満
30.7

0.5ha以上
1.0ha未満
37.9

1.0ha以上
2.0ha未満
20.5

2.0ha以上
3.0ha未満
4.9

3.0ha以上 6.0

32.1

35.5

19.7

5.1
7.5

平成27年 令和２年平成27年 令和２年

■ 14. 部門別農業産出額の推移
農林水産省「生産農業所得統計」

（億円）

令和2年

3

4

5

6

0

2

4

6

8

10

12

自給的農家
5万2,982戸

販売農家
5万1,777戸

10万4,759戸

4万510戸

8万9,786戸

4万9,276戸

（万戸）

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500

3,206

2,890

2,708

2,624

2,697

（注）「米」には、加工原料や食用として利用したくず米の産出額を含みます。　

野菜 1,026（32.0％）　 果実 1,036（32.3％）　

花き 157（4.9％）　
その他 58（1.8％）　

畜産 280（8.7％）　
加工農産物
14（0.4％）　米

635（19.8％）

耕種



工　業

■ 15. 製造業の事業所数及び従業者数の推移
県総合政策課統計室「工業統計調査結果報告書」、
「経済センサス－活動調査」、「経済構造実態調査」

事業所数

従業者数

20万6,238人

6,148事業所

（事業所） （万人）

25 26 27 28 29 30 2 3 4
令和
元

平成
年

700,000
713,916

664,642

800,000
（千万円）

600,000

500,000

400,000

300,000

200,000

100,000

0
令和３年 令和４年

情　報 116,013（16.3％）

生産用機械 108,478（15.2％）

電　子 97,176（13.6％）

食　料 61,749（8.6％）

はん用機械 56,411（7.9％）

電　気 43,517（6.1％）
輸　送 42,955（6.0％）
金　属 38,317（5.4％）

他産業 149,300（20.9％）

■ 16. 産業（中分類）別製造品出荷額等の前年比較
総務省統計局・経済産業省
「経済構造実態調査（製造業事業所調査）」       

（注）　調査対象は、個人経営及び法人以外の団体の事業
　　　所を除いた製造業事業所。

■ 17. 工場立地実績の推移
県産業立地・IT振興課「工場立地動向調査」
（ha） （件）

令和元 2 3 4 5 6 年

（注）太陽光発電施設を除きます。

立地件数　
うち県外企業件数

立地面積
22.6ha

5件

21件

0

4,000

5,000

6,000

7,000

0

19

15

21

17

（注） １　平成25～令和元年は従業者４人以上の事業所、
令和２～4年は全事業所の数値です。単純比較でき
ません。 

 ２　平成27年及び令和２年は「経済センサス-活動調
査」、令和３年及び4年は「経済構造実態調査」、それ
以外は「工業統計調査」の数値です。

 ３　平成26年以前は同じ年の12月31日時点、平成
27年以降は各年の翌年６月１日時点の数値です。 
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■ 18. 産業（中分類）別事業所数、従業者数及び製造品出荷額等（令和４年）
総務省統計局・経済産業省「経済構造実態調査（製造業事業所調査）」 　

窯業
4.0 

木材 2.7
非鉄 2.2

プラスチック製品製造業
窯業・土石製品製造業
木材・木製品製造業（家具を除く） 
非鉄金属製造業 
パルプ・紙・紙加工品製造業 
鉄鋼業 
化学工業 
石油製品・石炭製品製造業 
ゴム製品製造業 
金属製品製造業 
はん用機械器具製造業 
生産用機械器具製造業 

プラ
窯業
木材
非鉄
紙パ
鉄鋼
化学
石油
ゴム
金属
は用
生産

業務用機械器具製造業 
電子部品・デバイス・電子回路製造業 
電気機械器具製造業 
情報通信機械器具製造業 
輸送用機械器具製造業 
食料品製造業 
飲料・たばこ・飼料製造業 
繊維工業 
家具・装備品製造業 
印刷・同関連業 
なめし革・同製品・毛皮製造業 
その他の製造業 

業務
電子
電気
情報
輸送
食料
飲料
繊維
家具
印刷
皮革
その他

産業３分類型の構成は次のとおりです。     
[基礎素材型産業]…木材、紙パ、化学、石油、プラ、ゴム、窯業、鉄鋼、非鉄、金属
[加工組立型産業]…は用、生産、業務、電子、電気、情報、輸送
[生活関連・その他型産業]…食料、飲料、繊維、家具、印刷、皮革、その他     

産業中分類名 略称 略称産業中分類名

17.2

14.5

情報
   16.3

生産
15.2プラ 3.1

他の５業種 2.9   食料
8.6

飲料 2.2
その他 1.8 他の３業種 0.9

生活関連・その他型

基礎素材型

非鉄 2.4
窯業 2.1

化学 1.3

電子
6.1
電気

電気
7.4

5.6

輸送 4.3

は用 4.0金属
11.0

プラ
6.1

他の５業種

情報 1.8

印刷

その他

他の３業種飲料 2.7

生産

業務 4.5 
基礎
  素材型 30.8

41.4

　　生活関連
その他型

20.4

19.0

27.8

製造品
出荷額等　
7兆1,391億円
（％）

電子
14.5

生産
13.2

金属
7.2

プラ
4.9

窯業 2.4
非鉄 2.0

他の６業種

その他 2.4

他の３業種 1.9
生活関連・
その他型

基礎素材型

加加
　  工　  工

　　  組
　　  組

　　　 立　
　　　 立　

　　　 立　

　　　 型
型

60.6

加
　  工
　　  組

型

68.4

15.0

4.8

食料
12.0

4.5
4.3

4.2

 情報
7.3

輸送
7.3

は用
6.2業務

4.6

10.9食料

印刷 2.1

飲料 1.8

電子
13.6

は用
7.9

電気
6.1

輸送
6.0

業務 3.3

金属
5.4

印刷 1.0

事業所数
6,148
事業所
（％）

従業者数
206,238人
（％）

4.0



商　業

年
間
商
品
販
売
額

■ 19. 卸売業、小売業の事業所数、従業者数及び年間商品販売額の推移
経済産業省「商業統計調査」、総務省統計局・経済産業省「経済センサス－活動調査」

事業所数
（事業所）

従業者数
（人）

（兆円）

4.0万

3.5万

3.0万

2.5万

0

6 9 11 14 16 19 24 26 28 3
令和

0

事業所数

従業者数

2万2,746
事業所

17万1,292人

30万

25万

20万

15万

平成
年

平成
年6 9 11 14 16 19 24 26

令和
328

9

8

7

6

5

4

3

2

1

0

3兆3,829億円

2兆1,917億円

5兆5,746億円

小
売
業

卸
売
業

（注）個人経営については産業小分類が、法人については産業細分類が格付不能の事業所等は含みません。
　　四捨五入のため、構成比の合計が100％とならない場合があります。

■ 20. 事業所の産業（中分類）別構成比（卸売業、小売業）（令和３年）
県総合政策課統計室「経済センサス－活動調査」

7.2
5.5

5.0

4.9

30.6
21.5

12.6

8.9

2.9

23.3

76.7

0.3

0.6
0.2

機械器具卸売業 繊維・衣服等卸売業 各種商品卸売業
各種商品小売業織物・衣服・身の回り品小売業その他の小売業 飲食料品小売業 無店舗小売業機械器具小売業

事業所数
 1万9,707事業所

（％）

卸売業
4,599
事業所

3万8,319人 3兆2,578億円

2兆1,380億円
11万697人

小売業
1万5,108
事業所

飲食料品卸売業その他の卸売業建築材料，鉱物・金属材料等卸売業

従業者数
14万9,016人
（％）

製造品
出荷額等

 5兆3,957億円
（％）

7.6
17.9

12.7

9.9

18.4

0.31.1

14.7

11.5

7.5

2.0
2.3

1.6

60.4

39.6

5.8

5.0

6.7 0.3
0.2

25.6
28.8

9.4

2.9 2.7

25.7

74.3

4.8
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9,951億9,350万円
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令和６年
1兆2,445億1,867万円
（％）

貿　易

製造事業所
販売事業所
駐在員事業所
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■ 23. 製造業企業の新規海外進出状況（令和６年12月31日現在）
県産業政策課「長野県関係製造業企業の海外進出状況調査結果」

（注）１　各年とも、当該年の１月 1日から12月31日までの間に進出した事業所数です。
　　２　令和６年12月31日までに撤退した事業所を除きます。

0
（円／ドル）（事業所）

100

151.5

14
150

27 28 29 30 令和元 2 ３ 4

事
業
所
数

円
レ

ト

平成 6 年５

■ 21. 製造業の輸出出荷額の推移
県産業政策課  「輸出生産実態調査結果」

電子 4,447（35.7％）

生産 3,152（25.3％） 輸送 747（6.0%）

電気 1,519（12.2%）

 産業中分類 略称

電子部品・デバイス・電子回路 電子
生産用機械器具 生産
電気機械器具 電気
輸送用機械器具 輸送
はん用機械器具 は用
情報通信機械器具 情報
業務用機械器具 業務

（億円）

令和２年

３

４

５

６
業務367（2.9%）

その他 1,018（8.2%）

は用 685（5.5%）
情報 510（4.1%）

（注）令和６年は、速報値です。

中国
17.1

香港
6.4

マレーシア 5.6

台湾 4.6

韓国 4.1

シンガポール 1.7
タイ 3.7

その他アジア 9.1

アメリカ
18.5

カナダ 0.3

ドイツ 6.2

イギリス 2.6

フランス 2.3
イタリア 1.1

その他西欧 5.9

中南米 3.9

ロシア・東欧 1.7

中近東 1.4
オセアニア 0.4
アフリカ 0.3
不詳 3.3

アジア
52.3

北アメリカ
18.8

その他
10.9

西ヨーロッパ
18.0

中国
19.4

ベトナム 4.4

韓国 5.3

香港 4.8

タイ 2.3その他アジア 5.2

アメリカ
22.0

カナダ 0.2

オランダ 3.6
フランス 2.8

イギリス 1.7

イタリア 1.5
その他西欧 5.4

中南米 1.4
中近東 0.8

オセアニア 0.5

アフリカ 0.2
不詳 0.1

アジア
54.6

北アメリカ
22.3

その他 3.4

西ヨーロッパ
19.7ドイツ 4.8

（注）四捨五入のため、構成比の合計が100％とならない場合があります。

■ 22. 仕向地別輸出出荷額割合
県産業政策課  「輸出生産実態調査結果」

0 3,000 6,000 9,000 12,000 15,000

マレーシア 7.4

台湾 5.8

ロシア・東欧 0.4



金　融

年度

107件

（一財）企業共済協会「企業倒産調査年報」

（注）１　その他には、信用性低下、在庫状態悪化、設備投資過大を含みます。
　　２　（　）内の数値は、件数の内訳です。

平成
27 28 29 30

令和
元 2 3 4

120
（件）

83件

その他（8）
他社倒産の余波（11）

過少資本（5）

5 6 

（件） （億円）

0

倒　

産　

件　

数

平成
27 28 29 30

令和
元 2 3 4 年度

建設業（18）
卸売業，小売業（21）

その他
（11）

製造業（26）

負債額
171億円

飲食業，
サービス業（31）

5 6

■ 25. 業種別倒産件数及び負債額の推移
（一財）企業共済協会「企業倒産調査年報」

（注） （　）内の数値は、件数の内訳です。
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■ 24. 原因別倒産件数の推移



利用率利用率

68.5％

358人

65.9％

3,551人人

87,983人

81.6％

58,884人

100％100％

1万人1万人
利用者数
（乗降者数）
利用者数
（乗降者数）

71.3％

25万7,562人

総数
利用率

利用者数

国
内
チ

タ

便

国
内
チ

タ

便
国
際
チ

タ

便

国
際
チ

タ

便

5,690人

91.3％

72.9％
福　

岡

福　

岡

福　

岡

伊　

丹

伊　

丹

78,497人

75.4％

新
千
歳

新
千
歳

丘　

珠

丘　

珠

64.2％

神　

戸

神　

戸

■ 26. 松本空港の利用状況
（令和６年度）

県松本空港課「信州まつもと空港の
利用状況及び就航率の推移」

（注）利用率とは、供給座席数に対する利用者数の割合です。
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■ 27. 道路の状況
（令和7年4月1日現在）

県道路管理課
（国道、県道及び
市町村道）、
県道路建設課
「高規格幹線道路」 
（高速自動車国道）

■ 28. 車種別自動車保有台数の状況
（令和7年3月31日現在）

北陸信越運輸局長野運輸支局

（注）軽三輪・軽四輪車の貨物車には、軽特種用途車両及び
　　 未分類車両を含みます。

22,599人

普通車
22.5

小型車
19.1

乗用車
31.8

貨物車
16.2

小型車 3.7
普通車 2.5
被けん引 0.1

特種用途 1.3 二輪車（小型）2.0　 大型特殊 0.5 
乗合車 0.2 

乗用車
41.6

軽三輪・軽四輪車
48.0

貨物車
6.3

総　　数
188万8,199台
（％）

運輸・通信・エネルギー

4万2,262㎞

332㎞

1,701㎞

3,949㎞

27.5％27.5％

72.5％72.5％

49.8％49.8％

50.2％50.2％

2.2％2.2％

97.8％97.8％

25.3％25.3％

74.7％74.7％

1.0％1.0％5.1％5.1％

99.0％99.0％
94.9％94.9％

100％100％100％100％

未
舗
装

舗
装
道
路



灯油

平成 令和
27 28 29 30 元 2 3 4 5 6年

■ 29. ブロードバンドインターネット契約数の推移
総務省信越総合通信局

（注）項目64「電気通信」の（注）を参照。

BWA
72万3,987（49.7％）

FTTH
70万2,949（48.3％）

CATV
2万7,504（1.9%）
DSL
1,688（0.1%）

（万件）

石油連盟、総務省統計局「小売物価統計調査」

（注）（　）内の数値は、販売量の内訳です。
　　　令和６年は、速報値です。

主な石油製品の販売量の推移（長野県）

0

50

100

150

200
（円）

（万㎘）

（注）灯油は、18リットル（店頭売り）の価格から算出しています。

石油製品の価格の推移
（長野市、1ℓ当たり年平均価格）

重油

平成
27 28 29 30 元 ２

令和
３ ５ ４ 6 年

■ 31. 消費電力量の推移
経済産業省資源エネルギー庁　「都道府県別エネルギー消費統計」
（千万kWh）

340
（28.4％）

858
（71.6％）

1,198

（注）令和５年度は、暫定値です。
年度平成26
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194.8

軽油
（51.4）

灯油
（41.7）

揮発油
（ガソリン）
（87.4）

■ 30. 主な石油製品の販売量及び価格の推移



県民経済計算

10
（兆円）

9

8

7

0
平成 年度令和元 ３２25 26 27 28 29 30 4

８兆8,096億円 全　国

長野県

6
5
4

（％）
8
7

3
2
1
0

△1
△2
△3
△4
△5
△6

平成 年度令和元 ３ ４２25 26 27 28 29 30

1.5

2.1

実質経済成長率の推移県内総生産（実質）の推移

■ 32. 県内総生産（実質）及び実質経済成長率の推移
内閣府「国民経済計算」、県総合政策課統計室「長野県の県民経済計算」    

県総合政策課統計室「長野県の県民経済計算」

■ 33. 産業別県内総生産（名目）の推移

第一次産業

（兆円）
10

8

6

4

2

0

第二次産業 第三次産業

平成 令和 元 ３ ４２25 26 27 28 29 30 年度

5兆4,221億円

3兆2,689億円
1,575億円

■ 34. １人当たり県（国）民所得の推移
内閣府「国民経済計算」、県総合政策課統計室「長野県の県民経済計算」

2,500

0

3,000

3,500 全　国
長野県

（千円）

平成25 26 27 28 29 30 ４令和元 ２ ３

3,274

3,108

年度



物価・家計

総務省統計局「家計調査」

■ 37. 勤労者世帯の家計収支（令和６年）

（注）長野市の1世帯（2人以上の世帯）当たり月平均です。

■ 35. 長野市の消費者物価指数の推移
総務省統計局「消費者物価指数」 

令和７年の指数

指数の推移

指

　
　
　数

　　

指　
　

数

前
年
同
月
比

111.2

長野市

全国

112.8

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12月

3.5
（％）

2020年（令和２年）＝100

3.0

2.5

2.0

1.0

0.5

1.5

0

前年同月比（長野市）

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

■ 36. 値段の動き（長野市、年平均価格
総務省統計局「小売物価統計調査」 

平成２年＝1

（注）１　各品目は、掲載年の途中で基本銘柄の改正が行われているため、利用
　　　 に当たってはご留意ください。

２　平成27年からの映画観覧料は、全国統一の価格を基にしています。

牛肉（国産品，
ロース）（100ｇ）
1.77（1,094円）

水道料（計量制）
（1ヶ月、20m3）
1.51（3,630円）

中華そば
（ラーメン）（1杯）
1.74（669円）

民営家賃
（1ヶ月、3.3m2）
1.33（3,870円）

理髪料（1回）
1.35（4,304円）

新聞代（地方紙）
（1ヶ月）
1.22（3,900円）

映画観覧料（1回）
1.21（1,933円）

ワイシャツ（長袖）
（1枚）
1.18（3,832円）

灯油（18ℓ）
2.29（2,090円）

平成
7 12 17 22 27 6

令和
22 年

112.2

114.0
113.5
113.0
112.5
112.0
111.5
111.0
110.5
110.0
109.5
109.0

長野市

全国

113.1

100.0
98.0
96.0
94.0
92.0
90.0
88.0

114.0
112.0
110.0
108.0
106.0
104.0
102.0

食料
19.2

交通・
通信
13.5

教養
娯楽
7.7

その他の
消費支出
14.0  

消費支出　75.0

保健医療 3.5
光熱・水道 5.8

住居 3.2
教育 2.7

家具・家事用品 2.8

被服及び履物 2.6

非消費支出 25.0
（税金、社会保険料等）

実支出
43万8,991円
（％）

特別収入 1.8事業・内職収入 0.6
他の
世帯員収入 1.3

世帯主の
配偶者収入

19.7

他の経常
収入
8.5

経常収入 98.2

勤め先収入 89.1

世帯主収入 68.1

実収入
61万6,400円
（％）

平成 令和
2 7 12 17 22 27 2 年7



医療・健康

■ 38. 人口10万人当たりの医療施設数（令和６年度）
厚生労働省「医療施設調査」「衛生行政報告例」

6.5
6.0

（120）

病院

（注）1　病院、一般診療所及び歯科診療所については令和６年10月1日現在、薬局については令和６年３月31日現在の数値です。 
　　　2　病院は患者20人以上の入院施設を有するもの、一般診療所は患者の入院施設を有しないもの又は患者19人以下の入院施設を有するものです。
　　　3　（　）内の数値は、実数です。

■ 40. 病院における人口10万人当たりの１日平均患者数
厚生労働省「病院報告」　

（注）在院患者とは、病院の全病床及び診療所の療養病床に毎日24時現在在院している患者です。

（人）

（人）

188.2

1,101.1

51.3

210.6 

 81.0

267.4
255.4
（5,074）

76.8
（1,527）

203.7
（4,048） 98.1  

（1,950）

1,252.4
（24,885）

182.2 
（3,620）

（注） 1　医師・歯科医師は、医療施設の従事者数です。
 2　薬剤師は、薬局・医療施設の従事者数です。
 3　（　）内の数値は、実数です。

長
野
県

全　

国

■ 39. 人口10万人当たりの医療従事者数（令和６年12月31日現在）
厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計」「衛生行政報告例」
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■ 42. 平均寿命の推移
厚生労働省「都道府県別生命表」、県健康福祉政策課「長野県簡易生命表」

0

70

75

80

85

90

昭和
45 50 55 60

平成
2 7 12 17 22 27

令和
2 年

88.23長野県　女

長野県　男

全国　男

全国　女

87.60

82.68
81.49

（歳）

（注）1　年齢調整死亡率とは、年齢構成の異なる地域間で死亡状況の
　　　比較ができるように、年齢構成を調整し、そろえた死亡率です。

2　心疾患は高血圧性を除いています。

■ 43. 人口10万人当たりの男女別三死因及び
　　　肺炎による年齢調整死亡率の推移

厚生労働省「人口動態統計特殊報告」

0
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全　国
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■ 41. 人口千人当たりの出生率及び死亡率の推移
厚生労働省  「人口動態調査」
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■ 44. 男女別悪性新生物（がん）による
　　　部位別死亡数（令和６年）
厚生労働省「人口動態統計」

（千人）

令和2

75,869 

3 4 5 6 年度

■ 45. 献血者数の推移及び年齢別構成比
県薬事管理課

ほとんど毎日

【朝　食】

献血者数 献血者の年齢別構成比

【夕　食】

4～5回 3回以下

平成22年度

25

28

令和元年度

４

58.4

60.3

55.5

49.8

3.7

6.1

4.3

2.8

37.9

33.6

40.2

47.4

49.9 4.0 46.2

平成22年度

25

28

令和元年度

４

66.8

70.7

68.2

61.9

64.8

8.9

7.4

6.6

5.1

5.7

24.3

21.9

25.1

33.0

29.5

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％）

■ 46. 1週間のうち家族や友人など2人以上で食事をする回数
県健康増進課「県民健康・栄養調査」

（注）無回答や四捨五入のため、構成比の合計が100％とならない場合があります。

男
56.8

女
43.2

子宮 1.8

気管、気管支、肺

気管、
気管支、肺 大腸

大腸

胃

胃

膵臓

膵臓

肝臓 

肝臓 2.1

食道1.9

食道 0.5

白血病 1.4

白血病 1.1

その他
17.7

その他
12.3

乳房

12.3

7.8

6.7

5.4

7.4
6.3

4.5

3.7

3.5

3.6
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80

令和６年度
献血者数
75,869人
（％）

令和６年
総　　数
6,351人
（％）

50～69歳
36,809 50～

69歳
48.5

16～19歳
2,865

20～29歳
8,906

20～
29歳
11.7

30～39歳
10,126

30～
39歳
13.3

40～49歳
17,163

40～49歳
22.6

16～19歳 3.8 79,304 78,212 
74,535 75,670
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住宅・環境

（千戸）

新
設
住
宅
着
工
戸
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平成
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令和
元 ２ ３ ４ ５ ６

平成
27 28 29 30

令和
元 ２ ３ ４ 5 6年度

平成
27 28 29 30

令和
元 ２ ３ 4 5 6 年度

年度

8,611戸
1,329
59
2,400

4,823

■ 47. 新設住宅の推移
国土交通省「住宅着工統計」

（注）床面積の合計が10平方メートルを超える住宅の集計です。

１
住
宅
当
た
り
の
床
面
積

250
（㎡）

200

150

100

50

0

持家 貸家
給与住宅 分譲住宅

49.3

84.0

115.8

114.8

（件）

1,634

■ 48. 公害苦情受付件数の推移及び状況
県水大気環境課

（注）総排出量には、観光客による排出分を含みます。

平成
3226 27 28 29 30

令和
元 年度

0

（g／人日）

1人1日当たり排出量
長野県

全国

770

851

57万1,686t

総
排
出
量

4 5

0

5

10

15

0

500

1500

2000

2500

1000

土壌汚染・振動・
地盤沈下 1.7

大気汚染
17.9

その他
45.3

騒音
14.1

悪臭
13.0水質

汚濁
8.0

令和６年度
1,634件
（％）

その他 741

大気汚染 293

騒音 230
悪臭 212
水質汚濁 130
土壌汚染・振動・地盤沈下 28

■ 49. ごみ（一般廃棄物）排出量の推移
環境省「一般廃棄物処理実態調査」

（万t）

800

750

700

1000

950

900

850



■ 52. 出火件数及び損害見積額の推移
県消防課「消防年報」

（注）令和５年は速報値です。

平成
27 28 29 30

令和
元 2 3 4 5 6 年

■ 53. 救急出場件数の推移 
県消防課「消防年報」

平成

（万件）

26 27 28 29 30 令和元 ２ ３ 年

救
急
出
場
件
数

４ 5

■ 51. 交通事故の類型別発生状況
県警察本部交通部交通企画課「交通統計」 

車両単独 1.9
（85）

列車 0.0
（1）

人対車両
12.7
（571）

その他
17.0
（764）

正面衝突
5.9

（265）

出会い頭
27.8（1,245）

追突
34.6
（1,551）

車
両
相
互
の
事

故 85.3
（3,825）

国土交通省・農林水産省・環境省
「都道府県別汚水処理人口普及状況」
国土交通省「水道統計調査」

（注）1　各年度３月31日現在の普及率です。
　　　2　項目90「市町村別汚水処理人口普及率」の（注）を参照。

（注）（　）内の数値は、実数です。

99.1

長野県
全国

平成
27 28 29 30

令和
元 2 3 4 年度

98.2
98.4

93.7

（％）

5 6

0

100

95

90

85

■ 50. 水道及び汚水処理人口普及率の推移

汚水処理人口普及率

法定水道普及率

令和7年
総　　数
4,482件
（％）

0

10
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30

40

600

400

200

800

1000

損　害　見　積　額損　害　見　積　額

13億
6,919万円
13億

6,919万円

出火件数出火件数

691件

（億円）（件）

0

2

4

6

8

10

12 11万2,958件

急　病
7万5,585件
（66.9％）

一般負傷
1万8,104件
（16.0％）

交通事故
5,425件
（4.8％）

その他
1万3,844件
（12.3％）
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（令和7年5月1日現在）

県健康福祉政策課 「社会福祉施設名簿」

0

1000

1500

2000

2500

（施設）
2700

1

西暦 年
0
5
10
15
20
25
30
35
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45
（％）

総務省統計局「国勢調査」
国立社会保障・人口問題研究所
「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」
UN,  （中位推計）

38.1

24.1
26.7
27.0

40.0

アメリカ
イギリス
スウェーデン
全国
長野県

■ 56. 身体障がい者の状況（令和7年3月31日現在）
県障がい者支援課「身体・知的障がい者統計」

（注）「内部障がい」には、心臓、腎臓、肝臓、呼吸器、ぼうこう・直腸、
　　小腸及び免疫を含みます。

■ 57. 知的障がい者の状況（令和7年3月31日現在）
県障がい者支援課「身体・知的障がい者統計」

（注）療育手帳の障害区分で重度は「A1」、中度は「A2」及び「B1」、
　　軽度は「B2」となります。

年齢別
（％）

18歳未満

18～64歳

65歳以上 10.0

20.1

重度
28.0

中度
28.3

軽度
43.8

総数
2万1,788人
（％）

69.9

■ 58. １人当たり国民健康保険医療費の推移
厚生労働省保険局「国民健康保険事業年報」
（万円）

年度2 3 4 5
令和
元

全　国
長野県

41万1,798円

41万8,253円

総数
7万7,551人
（％）

下肢
25.7

音声・言語・
そしゃく 1.1

体幹
9.3

肢
　 体
　　 不
　　  自

　　 由

49.3

上肢 14.3
聴覚・

ろうあ・
平衡 9.1

内部
障がい
34.7

視覚
5.8

年齢別
（％）

18歳未満 1.4

18～64歳

65歳以上

20.7

77.9

■ 54. 社会福祉施設の状況 ■ 55. 65歳以上人口比率の推移及び将来予測

0
100



■ 61. 生活保護の状況
県地域福祉課「生活保護速報」｢生活保護費等国庫負担金事業実績報告書」

（千人）

年度

■ 59. 保育所数、定員及び入所児童数の推移 （各年度 4月 1日現在）
県こども・家庭課

（か所） （千人）

保育所数
500か所

平成
28 年度29 30

令和
元 ２ ３ ４ ６ 7５

0
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10
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20
25
30
35
40
45
50
55
60
65
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100

200

300

400
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入所定員入所定員
5万3,009人5万3,009人

入所児童数入所児童数
3万8,474人3万8,474人
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 25

平成
29 30 元 ２

令和
３ ４ 5

3000
2800
2600
2400
2200
2000
1800
1600
1400
1200
1000
800
600
400
200
0
平成
29 30 元

令和
2 4 53 6 年度

 

 

 

 

■ 60. 児童相談所の児童虐待相談対応件数の推移
厚生労働省 「福祉行政報告例」、県こども・家庭課児童相談・養育支援室

年度

（万件）（件） 全国相談件数

 22万5,509件

身体的虐待
627
（22.1％）

ネグレクト
463
（16.3％）

心理的虐待
1,717
（60.6％）

性的虐待
26（0.9％）

2,833件

0

50

100

150

200
（億円）

0

12

11

10

2
令和

3 4 5 6

保護費
185億389万円

医療扶助
49.0

生活扶助
25.6

住宅扶助
12.0

その他
11.0

教育扶助 0.2
介護扶助 2.3

保護費
（令和6年度）
185億389万円
（％）被保護人員

（1か月平均）
1万730人

被保護人員
（1か月平均）
1万730人
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3500
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4500

5000
（人） （人）

その他
（179）

4,913

4,1014,101

（3,051）（3,051）

（663）（663）

不登校
（4,197）

病　気
（537）

小学校
中学校

文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」（平成27年度）
「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」（平成28年度から）

■ 63. 理由別長期欠席者数（30日以上）の推移

理由別長期欠席者数 不登校による千人当たりの欠席者数

（注）

（注）１　平成17年度以前の特別支援学校は、盲学校、ろう学校、養護学校の合計です。
　　　２　義務教育学校、中等教育学校及び通信制高等学校は含まれていません。

１「その他」には、「経済的理由」及び「新型コロナウイルス感染回避（令和２～４年度）」による欠席児童生徒数を含みます。
　　２（　）内の数値は、欠席者数の内訳です。

昭和
50 60

平成
7 17 27

令和
7 年度

昭和
50 60

平成
7 17 27

令和
7年度

■ 62. 学校（園）数及び在学（園）者数の推移
県総合政策課統計室 「学校基本調査」 

（万人）（校・園）
学校（園）数 在学（園）者数

各種学校 19校
専修学校 55校

特別支援学校 20校

幼稚園 89園
高等学校 99校
中学校 192校

小学校 354校

幼保連携型
認定こども園 61園
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（387）（387）

中学校（全国）

中学校（長野）

小学校（長野）

小学校（全国）

31.5

80.0

67.9

23.0

5 6



■ 64. 教員に占める女性教員割合の推移（本務者）
文部科学省 「学校基本調査」
（％） 全国

小学校
62.7
60.1

中学校
45.0
40.8
高等学校
34.1
30.5

長野県

昭和 60 2 7 12 17 22 27 令和 2 7 年度

■ 65. 年齢別身長及び体重計測平均値（県平均値）（令和６年度）

県教育委員会事務局保健厚生課「長野県学校保健統計調査」

180
（㎝）

170
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幼稚園 小学校 中学校 高等学校

（歳）

（㎏）

身　

長

体　

重

平成22年

（各年3月卒業）

27　

令和２年

７　

平成22年

27　

令和２年

７　

■ 66. 高等学校卒業者の進学率の推移
文部科学省「学校基本調査」
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体重女

体重男

身長男
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大学（学部）

短期大学（本科） 専修学校（専門課程）

長野県 男50.2 17.2
1.9

60.4 11.1
0.7

全国 男

大学（学部）

短期大学（本科） 専修学校（専門課程）

長野県 女51.4 23.08.3
58.6 18.6

4.7
全国 女

（％） （％）



趣 味 ・ 娯 楽

ス ポ ー ツ

旅 行 ・ 行 楽

学習・自己啓発・訓練

ボ ラン ティア 活 動

ライフスタイル

県総合政策課統計室 「社会生活基本調査」

■ 68. １年間の自由時間の過ごし方（令和３年）

（注）１　「行動者率」は、10歳以上の人口に対する行動者数の割合です。
　　２　「行動者数」は、各活動のうち、過去１年間に行動者率の高かった上位２項目の行動者数です。

100（％） 80 60 40 20 0 10008006004002000 （千人）

84.8

64.0

 46.9

36.6

22.0

行動者率 種類別行動者数
CD・スマートフォンなどによる音楽鑑賞893 

映画館以外での映画鑑賞（テレビ・DVD・パソコンなど） 

ウォ－キング・軽い体操743 

191 器具を使ったトレーニング

行楽（日帰り） 706 

観光旅行（国内）

パソコンなどの情報処理

家政・家事（料理・裁縫・家庭経営など）

まちづくりのための活動

子供を対象とした活動

398 

255 

232 

189 

95 

880 

文部科学省「令和３年度社会教育調査」

■ 69. 学習内容別学級及び講座数の状況（令和２年度間）

家庭教育・ 
家庭生活
26.8

教養の
向上
19.0

　
　　16.8

　　 体育・
　  レクリ
エーション
25.0

9.4

県・市町村
教育委員会
2,291講座
（％）

公民館
5,484講座
（％）

県知事部局・
市町村長部局
3,434講座
（％）

市民意識・
社会連帯意識

趣味・
けいこごと

職業知識・
技術の向上 1.4

指導者養成 0.5

その他 1.1

25.9

23.1

10.9

27.1

9.3

1.0
1.0 1.6

26.8

29.4

24.4

10.0

5.8

3.0

0.3 0.3

県総合政策課統計室 
「社会生活基本調査」

■ 67. １日の生活時間の配分（令和３年）

食事・身の回りの用事
2時間59分

食事・身の回りの用事
3時間19分

家事･通勤等
2時間7分

家事･通勤等
4時間31分

交際・付き合い
6分

交際・
付き合い
10分

スポーツ
16分 スポーツ

11分

自由時間等
6時間16分

自由時間等
5時間38分

睡 眠
8時間5分

睡 眠
7時間48分

仕 事
4時間32分

仕 事
2時間43分

（注）１　その他は、移動（通勤・通学を除く）、学習･自己啓発・訓練（学業以外）、ボランティア活動・社会参加活動、受診･療養です。
　　２　家事・通勤等には、学業、介護・看護、育児、買い物を含みます。

男

テレビ･ラジオ･
新 聞･雑 誌
2時間6分

テレビ･ラジオ･
新 聞･雑 誌
1時間51分

休養・
くつろぎ
1時間56分

休養・
くつろぎ
1時間52分

趣味・娯楽54分 趣味・娯楽35分

その他
58分 その他

59分

女
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県立長野図書館「長野県公共図書館概況」

■ 70. 公共図書館の蔵書数及び貸出数の推移

（万冊）
（注）蔵書数は各年度４月１日現在です。

令和
３

７

５

４

６

令和
２

３

６

４

５

（万冊）

年度年度

蔵書数 個人貸出数

うち児童書数 274うち児童書数 274うち児童書数 274
1,0281,028

うち児童書数 355うち児童書数 355うち児童書数 355
914914

県山岳高原観光課 「観光地利用者統計調査」

■ 71. 地域振興局別観光地延べ利用者数
　及び消費額（令和６年）

消費総額
3,327億円

延べ利用者数
8,515万人

311
1,068

636636

392
1,109

410

46
192

504
617

389

338
318145145

181
556

451

163
22699

南信州

木曽
上伊那

諏訪

松本

佐久

上田

北
アルプス

長野 北信

県外
5,442万人

県内
3,073万人

221
536

676
652

634

366

100100

消
費
額（
億
円
）

利
用
者
数（
万
人
）

県
外

県
内

879797

外務省「旅券統計」 

■ 72. 一般旅券発行数の推移

（万件）

平成
27

令和
元28 29 30 ４３２

4万1,413件

５ ６ 年

平成
27

令和
元28 29 30 ４３2 ５ ６ 年

法務省「出入国管理統計」

■ 73. 日本人出国者数の推移

（万人）

10万4,964人

■ 74. スキー場延べ利用者数の推移

（万人）

県山岳高原観光課「スキー・スケート場の利用者統計調査」

２年11月-３年５月
令和

３年11月-４年５月

４年11月-５年５月

５年11月-６年５月

６年11月-７年５月

241241
167167
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うちスノーボード利用者数 248.1

 
スキー場延べ利用者数 653.9
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0 100 200 300 400 500 600

財　政

国庫支出金
13.6

地方税
30.9

地方交付税
21.6諸収入

14.5

地方債
9.0

地方譲与税 4.6

地方特例
交付金等 0.7

その他 5.1

土木費
16.2

商工費
14.7

民生費
13.8

公債費
12.0

農林水産
業費 4.3

衛生費
2.8

その他 2.2

警察費 4.5

総務費 4.4

地方消費税
交付金 5.3

歳出決算額
1兆279億9,916万円
（％）

個人
県民税

県民税

法人県民税 2.6
県民税利子割 0.1

個人事業税
1.0

法人事業税
27.5

地方消費税
15.0

事業税
28.5

種別割
12.0 自動車税

13.1

軽油
引取税
6.7

環境性能割 1.1
不動産取得税 2.1

県たばこ税 0.9 ゴルフ場利用税 0.3

■ 75. 県普通会計決算額の状況（令和６年度）
県財政課（決算額）、県税務課（県税収入額）

歳　入　決　算　額 税目別県税収入額

目的別歳出決算額 性質別歳出決算額

歳出決算額
1兆279億9,916万円
（％）

人件費
24.1

補助費等
22.7

公債費
12.0

貸付金
13.4

物件費 3.3

扶助費 1.8
その他 3.99災害復旧事業費 0.6

歳入決算額
1兆478億7,288万円
（％）

県税収入額
2,537億3,392万円
（％）

■ 76. 県民１人当たりの歳出決算額の推移
県財政課、県総合政策課統計室「毎月人口異動調査」

（注）各年度10月１日現在人口で歳出決算額を除しています。

33.5

30.7

教育費
19.8

普通建設
事業費
18.2

（千円）

商工費 76教育費 102 土木費 84 民生費 71 公債費 62 27

地方消費税交付金 総務費 衛生費

23 23 22 15

警察費 農林水産業費

その他 11
517


